
特定社会保険労務士試験
合格への招待
２０２２年３月５日（土）作成

社労士・行政書士イノキュウ

井上久社会保険労務士・行政書士事務所

井上 久
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略歴

井上 久 １９５５年（昭和３０年）１１月２５日生 ６６歳

１９７８年３月 慶応義塾大学商学部卒業

１９７８年４月 日本火災海上保険株式会社（現 損害保険ジャパン株式会社）

入社後、全国（東京、京都、山口宇部、大阪、松本、横浜、

厚木、川越）の勤務地で、営業、損害サービス、本社管理部門、

関連会社出向等を経て、

２０１７年４月 損害保険ジャパン株式会社本社

「業務品質コンプライアンス部 お客さま相談室」

総括主幹として苦情受付相談業務を担当

２０２１年３月３１日 損害保険ジャパン株式会社退職（６５歳年度末定年退職）

２０２１年４月 １日 井上久社会保険労務士・行政書士事務所開業
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資格の取得

資格の取得
２０１３年１１月 行政書士資格取得（４回目の挑戦で合格）
２０１７年 ８月 社会保険労務士資格取得（５回目の挑戦で合格）
２０１８年１０月 社会保険労務士登録

（東京都社会保険労務士会 中野杉並支部所属）
２０２０年 ９月 行政書士登録

（東京都行政書士会 杉並支部所属）
２０２１年１１月 特定社労士試験合格（２回目の挑戦で合格）
２０２１年 ４月 特定社労士付記登録
２０２１年１１月 特定行政書士試験合格
２０２１年１２月 特定行政書士付記登録
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解答用紙はこんな感じです。①
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解答用紙はこんな感じです。②
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受験勉強に必須のアイテム①過去問集
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受験勉強に必須のアイテム
②社会保険労務士のための要件事実入門
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受験勉強に必須のアイテム
③最重要判例２００労働法
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出来れば揃えたいアイテム
③労働法を理解するための基本三法
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本番の受験に必須のアイテム
①０．３８ｍｍの黒ボールペン
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特定社会保険労務士とは

社会保険労務士法２条１項１号の４から６に規定されている

・一の四 個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律の紛争調整委員会における同法

第五条第一項のあつせんの手続並びに雇用の分野における男女の均等な機会

及び待遇の確保等に関する法律及び短時間労働者の雇用管理の改善等に関す

る法律の調停の手続について、紛争の当事者を代理すること。

・一の五 都道府県労働委員会が行う個別労働関係紛争（労働者の募集及び採用に関す

る事項についての紛争を除く。）に関するあつせんの手続について、

紛争の当事者を代理すること。

・一の六 民間紛争解決手続で紛争の目的の価額が１２０万円（平成２７年４月１日よ

り。改正前は少額訴訟の上限である６０万円）を超えないものについて、

紛争の当事者を代理すること。

について、「「特定社会保険労務士」がその業務を行えることとされています。

「特定社会保険労務士」とは、一の四から六の業務ができる社会保険労務士ということであります。
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もっと簡単に言えば

①あっせん申請書が作成できる社会保険労務士

であり、かつ

②答弁書が作成できる社会保険労務士

であり、当然のことながら

③しっかりとした倫理が確立している社会保険労務

ということです。
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ですから、試験もそのような構成になっています。

第１問

小問１ あっせん申請の内容

小問２ あっせん申請のポイント

小問３ 答弁書のポイント

小問４ 法的な見通しと解決の方向

第２問

小問１・小問２ 引き受けに関する倫理面での見解

配点は、第１問が７０点、第２問が３０点で合計１００点です。
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合格点と合格率
①合格点

第 １回 １００点満点中、６０点以上、かつ、第２問は１０点以上

第 ２回 １００点満点中、５５点以上、かつ、第２問は１０点以上

第 ３回 １００点満点中、５８点以上、かつ、第２問は１０点以上

第 ４回 １００点満点中、５９点以上、かつ、第２問は１０点以上

第 ５回 １００点満点中、５５点以上、かつ、第２問は１０点以上

第 ６回 １００点満点中、５４点以上、かつ、第２問は１０点以上

第 ７回 １００点満点中、５６点以上、かつ、第２問は１０点以上

第 ８回 １００点満点中、５５点以上、かつ、第２問は１０点以上

第 ９回 １００点満点中、５６点以上、かつ、第２問は１０点以上

第１０回 １００点満点中、５６点以上、かつ、第２問は１０点以上

第１１回 １００点満点中、５５点以上、かつ、第２問は１０点以上

第１２回 １００点満点中、５５点以上、かつ、第２問は１０点以上

第１３回 １００点満点中、５５点以上、かつ、第２問は１０点以上

第１４回 １００点満点中、５５点以上、かつ、第２問は１０点以上

第１５回 １００点満点中、５５点以上、かつ、第２問は１０点以上

第１６回 １００点満点中、５５点以上、かつ、第２問は１０点以上

であります。勉強を進めていくと第２問がキーポイント出ることに気がつ

くはずです。

簡単に言えば、第２問で、最低２０点を確保し、第１問の小問１で１０点

を確保し、その他で、何とか２５点から３０点を確保するというのが作戦

です。

②合格率

受験者数（人） 合格者数（人） 合格率（％）

第 １回 ３，１１７ ２，３６８ ７５．９７

第 ２回 ４，２８９ ２，８０２ ６５．３３

第 ３回 ２，６２９ １，９１２ ７２．７３

第 ４回 １，６０３ １，２１９ ７６．０４

第 ５回 １，６４４ １，０３８ ６３．１４

第 ６回 １，６２８ ８８０ ５４．０５

第 ７回 １，６７５ １，１４５ ６８．３６

第 ８回 １，４２８ ８６１ ６０．３

第 ９回 １，２７０ ８３７ ６５．９

第１０回 １，１３９ ７１０ ６２．３

第１１回 １，１７５ ６５６ ５５．８

第１２回 １，０１９ ６４７ ６３．５

第１３回 ８９０ ５１０ ５７．３

第１４回 ９１１ ５６７ ６２．２

第１５回 ９０５ ４９０ ５４．１

第１６回 ８５０ ５２６ ６１．９

近年は、約１，０００人が受験し、約６００人が合格する合格率６割程

度の試験という感じです。

逆に言うと、社労士試験に合格したことがある社労士が、一生懸命勉強

しても約４割の社労士は、受かれない試験です。
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第１５回（平成３１年度）特別研修・紛争解決手続代理業務試験 開催日程表
（コロナでなかった頃のスケジュール感です。）

１．中央発信講義

内容 連合会作成のDVDを視聴

開催日①９月２１日（土）②９月２２日（日）

③９月２８日（土）④９月２９日（日）

⑤１０月６日（日）

原則１０時～１７時

２．グループ研修

内容 １０人程度の受講者がグループを構成し、

「特定社労士」がリーダーとなってゼミナール

の予習等を行い、最終的には、全員で

「あっせん申請書」と「答弁書」を完成させる。

開催日①１０月１２日（土）②１０月１９日（土）

③１０月２６日（土）

原則１０時～１７時

３．ゼミナール

内容 講師（弁護士）と受講生による双方向の講義

開催日 ①１１月１５日（金）②１１月１６日（土）

１０時～１７時

③１１月２３日（土） １０時～１３時

４．国家試験

①１１月２３日（土）

１４時３０分～１６時３０分

開催場所は、いずれもTKP東京駅日本橋カンファレンスセ

ンターでした。
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受講すると合格にぐっと近づく講座はこれです。
東京社会保険労務士協同組合主催

紛争解決手続代理業務試験合格講座

１．日時・内容 夜１８時～２０時 昼１３時～１５時or１５時～１７時

テーマ 開催日 内容

①過去問分析 ９月２６日（木）夜 ・過去問分析

９月３０日（月）昼

②倫理 １０月１１日（金）夜 ・倫理分野の総まとめ講義

１０月１１日（金）昼 ・答案（倫理分野）作成のポイント解説

③ゼミ １０月１８日（金）夜 ・質問票を基にゼミ形式で講義

１０月２５日（金）昼

④模擬試験 １１月１２日（火）夜 ・本試験と同じ２時間で問題を解き、答案作成の

１１月１３日（水）昼 難しさや時間配分を確認。（自己採点）

⑤解説講義 １１月１４日（木）夜 ・模擬試験問題についての解説と質疑応答

１１月１４日（木）昼

⑥倫理攻略講座１１月５日（火） １０：３０～１６：００ ・倫理について、徹底的に講義と模擬試験を実施

１１月７日（木） １７：４５～２０：００

１１月８日（金） １７：４５～２０：００

各テーマ、定員が５０名となっているようです。

案内がとどいたら、すぐに申し込まれることをお勧めいたします。

なお、受講料は、組合員の場合は、①～⑤セットで、１５，０００円です。（⑥については、別料金がかかります。） 28



では、どのような問題が出題
されるのでしょうか？

第1回 紛争解決手続代理業務試験（平成１８年６月１７日実施）

をご参照ください。
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第１問 Xの言い分
１．私は、Y社という木造住宅の施工販売会社の支店に、短大卒業後平成１４年４月１日付けで地元雇用社員（その支店限りで、

雇用期間の定めはないが他に転勤のない社員）として採用されました。そして、会社から平成１８年５月３１日付をもって就業規則の「会社

都合による」との規定に基づき解雇する旨の予告を同年４月３０日に受けました。

Y社の支店の仕事は、住宅の開発、販売の広告宣伝が中心で、営業は主として販売代理店の人に任せております。施行工事はすべて

地元の建築業者への下請けにより施行しています。

したがって、当支店は、この県内唯一の支店ではあっても、人数は少なく、正社員の人は支店長を含めて１０人位で、「地元雇用社員」は

事務担当の私１人で、他に庶務業務のパートタイマーの方が１人います。

従前から、当社の取り扱う木造住宅の施行販売は次第に減ってきており、経営上の赤字が累積して問題になっており、最近は社内で民

事再生とか会社更生といった言葉も時々出ていました。

２．このような状況から、会社は再建のために大幅なリストラを行うことになり、当支店は閉鎖されることになりました。そこで、本年３月中旬

頃にこのことが支店長より伝えられ、正社員の人は、全社的に加算退職金により希望退職の募集があり、これに応募する人や本社とか統

合する隣県ブロック支店に転勤する人、当社業務を委託している地元の建設業者に出向する人もあり、解雇になる人はありません。

また、パートタイマーの人は、期間雇用契約でしたので、平成１８年５月３１日付けの雇用期間の満了を承諾しました。

私の場合は、平成１８年５月３１日付での支店の閉鎖により解雇となり、もともと地元雇用社員には退職金はありませんが、今回は２ヶ月

分の退職金を特別に出すということです。

３．私としては、突然の支店閉鎖による退職とか解雇だとかいわれても他に転職先もなく、技術系社員の人で地元に残る人は業務委託先

の業者への出向という形で雇用が維持されていますのに、私には何の措置もなされずに解雇ということで困っております。他の支店の私と

同じ地元雇用社員の人の中では何人かの人が退職に異議を述べているとl聞いています。

４．私の給料は、基本給月額１９万円で、別に交通費が実費で支給されており、支払日は毎月２５日です。また、労働社会保険にはすべて

加入しており、所定の保険料も控除され納付しています。

５．なお、会社からは平成１８年５月３１日付で２ヶ月分相当の金額が私の口座に振り込まれてきました。私は、解雇を認めていないのです

が、この振込み金額はそのまま受け取っておいてよいのでしょうか。
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第１問 Y社の言い分
１．私は、Y社の取締役で管理本部長をしています。当社は、甲社という大手建設会社系列の木造住宅の施行販売専業会社で、宅地開発、

住宅販売を業としています、バブル崩壊前は相当に営業成績もよく、また全国ブランドで「Y社の〇〇ハウス」として人気も信用も得ていました。

２．ところが、バブルがはじけて平成不況時代の到来とともに次第に木造住宅の開発や販売が減ってきまして、苦戦を強いられることになり

ました。

そして、平成１７年３月末の決算では、累積赤字が大幅に増加し、このままでは倒産もあり得る経営状況となり民事再生の申立ても検討さ

れました。

しかしながら、親会社の立場もあり、メインバンクの指導援助等を得て、再建策を検討してきました。再建案が本年に入ってまとまり、

大幅に企業規模を縮小して再建を図ることになりました。具体的には、支店の数を大幅に削減し、各県に支店があった者を各ブロック別支

店に統合し、正社員については全社的に特別加算退職金等を条件に希望退職を募り、閉鎖支店の正社員は本社、ブロック支店に転勤させ、

正社員のうち技術系の社員の一部は従来から施行に協力を願っていた地元の委託会社に出向又は転籍を受け入れて

もらっています。また、賃金体系を変更し全社員一律に２０％カットとし、業績連動のボーナスを大幅に増やすこととしました。

３．このような再建案の決定をして、平成１８年３月初めから各支店で説明会を行い、正社員の人には全員納得してもらい、同年５月３１日

付をもって、転勤、出向、転籍、希望退職という形で全員円満に解決しました。

雇用期間を定めて雇用しエチルパートタイマーの人については、雇用期間満了の予告により円満な雇い止めができました。

４．Xさんは、「地元雇用社員」として、支店限りとの特約により雇用した者ですがから他に転勤してもらうこともできず、会社再建のための

支店の統合・閉鎖という事情で、「会社都合による」という就業規則の定めにより当然解雇となるのはやむ得ないところです。しかし、

本来なら地元雇用社員の人には、就業規則に退職金の定めはなく、支給していないのですが、平成１８年５月３１日を退職日として２ヶ月分

相当額の特別退職金を一律支給することにしました。

５．今回のＸさんのような地元雇用社員の方も全社で２０数名いました、そのうち何人かの人から異議が出ましたが、何とか支店長が説得し

て了解してもらいました。そこで、Ｘさんだけを特別扱いすることはできませんので、同じ条件でやめていただくことにして平成１８年４月３０

日に解雇予告し、同年５月３１日付の会社都合解雇とし、また同時に特別退職金も振込み支払いました。なお、当社には労働組合はありません。
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第１問 小問（１） 本件のＹ社の支店閉鎖によるＸの解雇が有効か無効かについては、
一般的にはどのような基準により判断が行われますか。
解答用紙の第１欄に箇条書きで記載しなさい。

①人員整理の必要性があること。

②解雇回避の努力をしたこと。

③整理対象者の選定に合理性があること。

④整理手続が妥当であること。
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第１問 小問（２） 本件について、Ｘの主張に基づき解雇を争い都道府県労働局長
にあっせん申請をする場合「求めるあっせんの内容」はどのよ
うになりますか。解答用紙の第２欄に箇条書きで記載しなさい。

①Ｘが、Ｙ社に対し、雇用契約上の権利を

有する地位にあることを確認する。

②Ｙ社は、Ｘに対し、平成１８年６月１日より

毎月２５日限り、金１９万円を支払え。
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第１問 小問（３） Ｘの立場に立って、「Ｙ社の言い分」中の「Ｘは支店に限って特約して
雇用した転勤のない地元雇用社員であり、支店の閉鎖により当然解雇
となる」との主張に対し、具体的にどのような主張ができますか。
解答用紙の第３欄に２５０文字以内で記載しなさい。

Ｘは、勤務地限定特約のある地元雇用社員で
あるが、本件のような整理解雇に関しては、Ｘには何ら
の帰責事由が無いため、いわゆる整理解雇の４要素を
満たしているか否かの見地から、その有効性につき、
一般の解雇以上に厳格な判断をする必要性がある。
本件では、Ｙ社は、Ｘに対し、本社や隣県ブロック支社へ
の転勤、あるいは出向などの雇用維持の措置を検討し
ていないことから、解雇回避義務を尽くしているとは評価
できない。よって、整理解雇に必要な要素を満たしてい
るとは到底認められず、本件整理解雇は無効である。
（２４１文字）
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第１問 小問（４） 本件について、Ｙ社の立場で紛争の解決を図るとした場合、
実際上どのような方向に向けて具体的に努力することが考えられますか。
その内容を解答用紙の第４欄に２５０文字以内で記載しなさい。

Ｙ社としては、Ｘら地元雇用社員に対してその雇用

形態から、突然の支店閉鎖により整理解雇も

やむ得ないところではあるが、Ｙ社には、Ｘを本社

や隣県ブロック支社への転勤、あるいは出向させ

るなどの雇用維持の措置の努力の余地があるた

め、その可能性を前向きに検討する必要性がある。

このため、ＸはＹ社に対し、本件解雇に対して異議がある

ことに加えて、同金員につき、平成１８年６月１日以降、

復職までの間に支払われるべき賃金に充当する旨を記

した内容証明郵便を送付することが望ましいと考えられ

る。（２３０字）
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第１問 小問（５） Ｘとして、Ｙ者側からＸに対し振り込まれた２ヶ月分相当の退職
金についてどうすべきでしょうか。具体的対応策についての見解を
解答用紙の第５欄に２５０文字以内で記載しなさい。

Ｘは、解雇無効を主張しているが、Ｙ社から

同人の口座に振り込まれた賃金の２ヶ月分

相当の退職金をそのままにしておくと、退職に同意

したと受け止められる可能性がある。このため、

ＸはＹ社に対し、本件解雇に対して異議があること

に加えて、同金員につき、平成１８年６月１日以降、

復職までの間に支払われるべき賃金に充当する

旨を記した内容証明郵便を送付することが望まし

いと考えられる。（１８１文字）
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第２問

特定社会保険労務士甲は、Ｘ市の無料相談会
でＢ社に勤務するＡからＢ社が一方的に労働条件を切り
下げ、それによって、Ａの賃金も減額されてしまったので、
労働局のあっせんの申請をしたいとの相談を受け、
あっせん申請書に記載すべき申請内容や手続について
協議し、指導した。その後しばらくしてＢ社の社長が甲の
事務所を訪れ「Ａから労働条件の切り下げを不服として
５ヶ月分の賃金の差額（金１５万円）に支払いについて
あっせんの申請が厚生労働大臣指定の民間紛争解決
機関に出されたので、Ｂ社の代理人として手続を進めて
ほしい。」旨の依頼を受けた。
以下の（１）及び（２）に答えなさい。

37



第２問 小問（１）甲はＢ社からの依頼を受け入れることはできるか、その答えと
理由を解答用紙第６欄に１５０字以内で記載しなさい。

甲は、Ｂ社からの依頼を受けることはできない。

先に甲が、当該紛争に関しＡから受けた相談は、

社労士法第２２条２項１号の「協議」に該当し、

申請内容や手続について指導したことは、同号

の「賛助」に当たる。よって、当該事件につき相

手方であるＢ社の代理人となって紛争解決手

続業務を行うことは禁止されている。（１４３字）
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第２問 小問（２） 前記（１）の場合、甲がＡの同意を得たときはどうか、
その答えと理由を解答用紙第７欄に１５０字以内で記載しなさい。

甲は、Ｂ社からの依頼を受けることはできない。

社労士法２２条２項１号は、Ａの同意を条件として、

Ｂ社の代理人となって紛争解決手続代理業務を行うことを

認めていない。なお、受任している事件の依頼者の

同意を条件として紛争解決手続代理業務を行うことを

認めているのは、当該事件の相手方からの依頼による

他の事件である。（１５０字）
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これが書ければ合格が見えるぞ①漢字

40



これが書ければ合格が見えるぞ②条文
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これが書ければ合格が見えるぞ③倫理問題
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これが書ければ合格が見えるぞ④あっせんの内容
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これが書ければ合格が見えるぞ⑥重要な要件
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これが書ければ合格が見えるぞ⑦重要な要件比較一覧
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あっせん事例問題の出題論点
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重要な要件①整理解雇の４要件

１．人員整理の必要性

２．解雇回避の努力

３．整理解雇対象者の選定の合理性

４．整理手続の妥当性
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重要な要件②配転命令（５つ）

１．業務上の必要性

２．人選の合理性

３．目的・動機の正当性

４．労働者の被る不利益の程度

５．処分手続の妥当性・労務管理上の配慮
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重要な要件③出向命令（５つ）

１．業務上の必要性

２．人選の合理性

３．目的・動機の正当性

４．労働者の被る不利益の程度

５．処分手続の妥当性・労務管理上の配慮
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重要な要件④懲戒処分の５原則

１．就業規則該当事由の原則

２．就業規則該当処分の原則

３．行為と処分の均衡の原則

４．二重処分の禁止の原則

５．処分手続厳守の原則
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重要な要件⑤労働契約の５原則

１．労使対等

２．就業実態に応ずる均衡

３．仕事と生活の調和

４．信義誠実

５．濫用禁止
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重要な要件⑥就業規則の不利益変更（４つ）

１．労働条件の変更の必要性

２．労働者の受ける不利益の程度

３．変更後の就業規則の内容の相当性

４．労働組合等との交渉の状況が合理的であること
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重要な要件⑦解雇権の濫用（４つ）

１．罰刑法定主義の原則→懲戒事由や、懲戒の内容を就業規則な
どに明示すること
２．平等取扱いの原則→すべての労働者を平等に扱うこと
３．目的正当性の原則→処分の目的が正当であること
４．適正手続の保障→処分の手続は、適正かつ公平なものでなけ
ればならない
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重要な要件⑧労基法の管理監督者の判断基準（３つ）

１．経営者と一体的な立場にあるかどうか

２．自らの勤務につき、時間管理を受けているかどうか

３．その地位に対して何等かの特別給与が支払われているかどう
か
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重要な要件⑨名ばかり管理職（日本マクドナルド事件）（５つ）

１．職務の内容が、ある部門全体の統括的な立場にない

２．部下に対する労務管理上の決定権等について一定の裁量権を
有していない

３．部下に対する人事考課権限を有していない

４．自己の勤務について自由裁量がなく、出退勤について就業規
則上および実態上厳格な制限を受けている

５．定期給与である基本給、役職手当等において、地位にふさわ
しい待遇がなされていない
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重要な要件⑩固定残業代（櫻井裁判長の補足意見）（４つ）

１．単に通常の労働時間に対する賃金部分と固定残業代部分とが
区別可能というだけではなく

２．毎月の給与の中にあらかじめ一定時間の残業手当が算入され
ている旨が雇用契約上も明確にされていなければならない

３．と同時に、支給時に支給対象の時間外労働の時間数と残業手
当の額が労働者に明示されていること

４．一定時間を超えて残業が行われた場合には当然その支給日に
別途上乗せして残業手当を支給する旨もあらかじめ明らかにされ
ていなければならない。
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重要な要件⑪パワハラとは（４つ）

１．同じ職場で働く者に対して

２．職務上の地位や人間関係など職場内の優位性を背景に

３．業務の適正な範囲を超えて

４．精神的・身体的苦痛を与える、または、職場環境を悪化させ
る行為をいう。
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イノキュウホームページから
ダウンロードが出来るファイルのご案内①
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イノキュウホームページから
ダウンロードが出来るファイルのご案内②
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